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款 4 項 1 目 4

自 〜 至

11,272

36

実施主体

対象者概要：市民で下記のいずれかに該当する方
　①４月１日以降今年度末までの間に、出産した方
　②妊娠の届出をした方、又は他の自治体で母子健康手帳の交付を受けた方

会計区分 コード 一般会計 当初補正区分 補正予算

根拠法令等 養父市要綱（妊娠・子育て家庭応援給付金要綱）

事業実施期間

養父市 担当課 健康福祉部　健康課

対象（誰を・何を）

財
源
内
訳

一般財源

そ　の　他

国支出金

県支出金 439 10,833

36 0

31,273 2,167

6,450 0

33,440

6,450

年度4令和 4 年度 令和

実施計画書（補正予算）

単位事業名 妊娠・子育て家庭応援給付金事業事業名 母子保健事業費

事
業
の
目
的

既決予算（千円）

事
業
の
内
容

事業概要ま
たは補正の

内容

■　概要
　①令和４年４月以降令和５年３月31日までに妊娠・出産した者が対象
　②妊娠届出時と出生届出時のそれぞれの面談後、各５万円の経済的支援を行う。
　③給付は、現金給付とする。
　④事業費　13,000千円

■　積算基礎　妊娠届出時　50,000円／件　160件　　要求額8,000千円
　　　　　　　出生届出時　50,000円／件　100件　　要求額5,000千円

■　歳入　　　県補助金　妊娠出産子育て支援交付金（補助率5/6） 10,833千円
　　　　　　　　補助割合　国（2/3） 8,667千円　　県（1/6） 2,166千円
　　　　　　　　※国庫補助金は県を経由した間接補助形式
　　歳出　　　妊婦・子育て家庭応援給付金　13,000千円

補正予算(千円） 予算総額（千円）

事業費

ページ番号

背景と目的

予算費目 衛生費 保健衛生費 母子保健指導費

　国の総合経済対策の一環で進められる生活の安定化に向けた支援で、国の第２
次補正予算において出産・子育て応援交付金の創設に伴い実施する給付金事業で
ある。
　妊娠期から子育て期にある世帯に対し、伴走型相談事業と経済的支援を一体的
に行う。

38,198 13,000 51,198


